
はじめに

　過剰生産を前提として国際競争が激化するな

かで，スウェーデン自動車産業のサプライヤー

はどのような変化を迎えているのだろうか。ま

た状況の変化によって生じてくる新たな課題を

どのように克服しようとしているのだろうか。

　スウェーデン自動車産業はフォードによるボ

ルボの乗用車部門の買収に示されるように今日

大きな変化を迎えており，その動向が注目され

る。また，完成車メーカーとともに自動車産業

の一方を占めるサプライヤー側でも，スウェー

デンきってのAutoliv社がアメリカのモートン・

インターナショナルを買収したように，新たな

変化を遂げてきている。

　小論ではこうした変化しつつあるスウェーデ

ン自動車産業の動きを踏まえ，日系サプライ

ヤーの事例をもとに，同国の中小企業の動向の

一端を明らかにする。以下の検討からも明らか

なように，ヨーロッパで進んできているモ

ジュール化の波の中でこれまでの企業資源の

いっそうの活用と競争力向上のために，より積

極的で長期的系統的な企業戦略が必要となって

いる。

１　スウェーデン自動車部品産業の特徴

　スウェーデンの自動車部品産業の特徴は次の

２つが上げられる。第１に，非大量ニッチ指向

の完成車メーカーがスウェーデンに存在し，そ

れに対応し部品産業も発展した。非大量指向の

完成車メーカーの存在は，スウェーデン国内の

自動車部品の量産メリットを十分には発達させ

ず，スウェーデン・サプライヤーは小規模にと

どまった。第２に，サプライヤーの階層制を見

てみると，モジュール部品を完成車メーカーに

供給するモジュール・サプライヤーはほとんど

なく，少数のユニット部品供給サプライヤーと

それ以下のサプライヤーによって構成されてい

る。

　第１の特徴完成車メーカーのニッチと非量産

的性格について見てみよう。まず，完成車メー

カーの数で見ると現在４社である。乗用車部門

には１９９９年にフォードが買収したボルボ乗用車

（Ｖｏｌｖｏ  Ｃａｒ）とサーブ社（Ｓａａｂ）がある。乗

用車生産台数は，ボルボ乗用車が35万台，サー

ブが12万台である。また，商用車部門にはボル

ボの乗用車部門を売却して商用車部門に特化し

たＡＢボルボ（Ｖｏｌｖｏ）がありトラックとバスの

両部門をもち，それにスカニア社がトラックと

バスをそれぞれ生産している。ボルボ・トラッ

クは７万台，バスが９,０００台，スカニアはトラッ

クが４万５,０００台，バスが５,０００台であり，商用車

合計で１２万９,０００台を製造している。日本乗用車

国内生産台数の800万台後半と比べると（この内

トヨタの生産台数320万台），はるかにスウェー

デン国内市場は小規模である。なお，完成車メー

カーの雇用総数は約6万人である。

　これに対してスウェーデン・サプライヤーの

側は，自動車部門を中心にしている企業数が

１,１００あるとされており，平均従業員数が２００人

以下である。ドイツのサプライヤーの平均値５００

人と比べてもはるかに規模は小さく，雇用総数
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は１２万５,０００人とされている（以上の数値はス

ウェーデン自動車部品協会の資料による）。

　スウェーデン自動車部品協会では，スウェー

デン完成車メーカーの国内調達率を次のように

試算している（図表１）。ここからスウェーデン

完成車メーカーのスウェーデン国内からの部品

調達が相対的に低位であることが分かる。

　つぎに第２の特徴であるサプライヤー産業の

構造的特徴である。１９９０年にスウェーデン金属

産業労働組合の示した数字では，第１次サプラ

イヤーが１０社，第２次サプライヤーが３５社，そ

れ以外３５０社となっていた（Ｍｅｔａｌｌ,　１９９３,　ｐ.６）。

この階層区分についてはモジュール・サプライ

ヤーとシステム・サプライヤーの区分にも似て，

明瞭な区分とは言えない側面がある。しかし，

現実にスウェーデン・サプライヤーの中で最大

規模を誇るエア・バッグなどの安全器具メー

カーのＡｕｔｏｌｉｖ（雇用者数２万２,０００人）でさえ，

現在モジュール・サプライヤーとは必ずしも十

分言えない状況があり，スウェーデンのサプラ

イヤーの上位でさえユニット部品を担当するシ

ステム・サプライヤーと考えるのが妥当であろ

う。また，スウェーデン・サプライヤーとは言っ

てもＡｕｔｏｌｉｖ自体が９６年にアメリカのモート

ン・インターナショナル社と事業統合に合意し

急速に国際化を進めている。Ａｕｔｏｌｉｖなど大手

を除き，他のサプライヤーは単純な機械加工製

品を供給している場合が多い。

　以上のようなスウェーデンの自動車部品産業

の構造を見ると，スウェーデンは複数の完成車

メーカーが存在するにもかかわらず，国内の部

品メーカーには十分に機能的に完成車メーカー

の必要な部品を供給できるサプライヤーが存在

していない，ということが可能であろう。つま

り，完成車メーカーの多くが国外のサプライ

ヤーからの部品調達を受けながら生産している
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図表１ スウェーデン完成車メーカーの国内調達状況（１９９７年）
調達比率（％）金額（１０億ＳＫ）

２０６ボルボ・トラック

２５８ボルボ・カー

２５３サーブ

１７２,５スカニア

（出所）スウェーデン自動車部品協会調べ

図表２ ボルボV７０の部品関連



ということが推測される。

　図表２は次期ボルボＶ７０の部品調達の状況を

示したものである。図表中Ａｕｔｏｌｉｖのみがス

ウェーデン・サプライヤーであり，これからも

スウェーデン・サプライヤーに第１次サプライ

ヤーが育っていないことが見て取れる。

　なお，上例のボルボについては周知のように，

１９９９年１月２８日アメリカのフォード社に乗用車

部門（ＶｏｌｖｏＣａｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）を６４億ドル

で売却すること決定し，ボルボはこの売却によ

りバスとトラックを製造する商用車専門メー

カーとなった。しかしさらに，ボルボは２０００年

５月フランスのルノーとの事業提携に合意した。

合意ではボルボはルノーの商用車部門の子会社，

Ｒｅｎａｕｌｔ ＶＩ （ＲＶＩ）とＭＡＣＫ両社を買い取り，

その代償としてルノーはボルボ株の１５％を取得

することになった。ボルボのルノー・トラック

事業の買収により，年間生産台数１６万５,０００台，

ボルボ・トラックとルノー合わせて販売は１兆

４,５００億円（日経，２０００年４月２６日付），シェア

はヨーロッパで２８％で第１位，北米では２４％で

あり（ボルボ２０００年４月２５日付発表），ボルボ・

トラックはダイムラー・クライスラーに次いで

世界第２位を占めることになった。このように

スウェーデンの自動車産業はこの数年で劇的な

変化を遂げている。

　最後に，スウェーデンに進出している日系企

業について触れておこう。スウェーデンに進出

している日系企業数は自動車関連企業でかつ製

造企業は２社あり，１社はステアリン・コラムを

製造するＡ社で，もう１社は１９９２年に進出した

神奈川県に本社をおくプレス工業である。同社

はスウェーデンの西海岸のオスカシャム（Ｏｓｋａ

ｓｈａｍｎ）のスウェーデン企業を買収し，主要に

はボルボ・トラック向けにメイン・メンバーを

供給している。なお，同社はベルギーにも工場

をもち，同様の部品をベルギーのボルボ・トラッ

クに供給している。

　以上，簡単にスウェーデン部品産業の概要を

見たが，スウェーデンのサプライヤーは国際競

争が激化する自動車産業においてどのような問

題をかかえ，どのような方向へ進もうとしてい

るのだろうか。以下では，日系メーカーＡ社の

事例をもとに検討してみたい。

２　日系Ａ社の事例　――　経営の概要　――

【進出の経緯】

　日系企業Ａ社は，ステアリング・コラムの設

計から製造までを受け持つシステム・サプライ

ヤーである。スウェーデンのＥ市に進出したの

は１９９３年であり，Ａ社の親会社が暫時スウェー

デンの機械加工会社Ａｕｔｏｔｅｃｈ社の株式を取得

することで現在の社名となった。

　ヨーロッパへの進出動機としては，同地域の

市場統合が進みヨーロッパ市場全体の将来性が

高まり，ヨーロッパ域内での活動拠点を求める

というのが大きな要因であった。

　進出に際しては，いくつかの進出形態が勘案

された。例えばヨーロッパ地域へ進出を希望す

る日本企業同士での連携か単独での進出か。単

独での進出の場合にしても現地企業を買収する

かどうか。また，ヨーロッパを拠点にするにあ

たっても，ヨーロッパを生産拠点に選択するべ

きかどうかの議論もあった（インタビュー，

１９９８，８,　２３）。１９８０年代から９０年代にかけては

ヨーロッパ地域でも企業合併，買収が広がって

いたこともあり，Ａ社は現地企業の築いてきた

経営的経済的蓄積を生かす方向を選択し，現地

企業の買収という選択を行った。

　しかし，進出を果たした現在においてもス

ウェーデンという地域的特性をどのように経営

側のメリットにしていくのか。また，スウェー

デンの経済的社会的条件との間でどのような適

合関係を築くかという問題は，現在でも重要な

課題となっている。

【経営の推移】

　Ａ社の業績拡大の契機になったのは，１９９６年

に製造の開始されたボルボＶ７０のステアリン

グ・コラムの一括受注であった。この受注はＡ
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社の業績の拡大に寄与し，日系メーカーの信頼

性をいっそう高めた。Ａ社では，Ｖ７０に対応す

る組立ラインを立ち上げ，品質，コスト，納期

それぞれの面での最適化を図るため品質面での

管理を徹底するなど，生産管理と労務管理両面

から対応を進めた。ボルボ側もＶ７０がボルボ自

動車部門（当時）の製品ライン再編にとっては

新シリーズの導入であったため厳しい品質管理

をＡ社に求め，生産が開始された。

　しかし，２０００年に入り状況が変化する。ボル

ボ自動車はＡ社との間でＶ７０の次期受注の契約

を更新せず契約が終了した。こうした状況変化

も想定してＡ社では幅広い受注先を模索してい

たが，その結果ダイムラーからの受注を獲得し

Ｖ７０の受注の減少分を穴埋めする形になった。

同時にスカニアからのテレスコピック・シャフ

トの受注も拡大を示し，さらに今後スカニアの

ステアリング・コラムの受注も見込まれるなど

収益は大きな落ち込みもなく推移し現在に至っ

ている。従業員数は１９９７年時点が２２０人に対し

２０００年では２１０人となる。内訳は現場従業員１６０

人，事務スタッフが５０人である。

【製品】

　Ａ社の主力製品は，ステアリング・コラムを

中心としたステアリング・アッシーと呼ばれる

部分である。ステアリング・アッシー部は下降

すると先端がギアに接合されており，反対側先

端はステアリングホイールに接合される。した

がってインテリアにも一部分野としては間接し

ている。これまではステアリングのコラム自体

を製造，組立てていたが，コラム，ホイール，

ボックス，タイロットエンドなど，ステアリン

グ部全体をシステムとして供給することを進め

ている。

　部品の性能面では，ステアリング・コラムは

自動車衝突時の衝撃吸収を行う安全面での性能

が重要であり，そのため製造上の検査などが重

視される。とくにステアリングの衝撃吸収機能

をどのように製品性能として保証するのかとい

う点では，ステアリング・メーカー間での技術

的工夫がなされている。また，使用部品の溶接・

焼き入れの工程が必要になり，重要保安部品と

しての品質保証がなされることが前提となって

いる。

　さらに　乗用車と商用車のステアリングとで

は製品上の違いがあり，商用車向けは乗用車向

けに比べ，製品自体の大きさが若干大きくなり，

乗用車と商用車ではクルマの重量がまったく異

なるため，クルマの方向転換時に必要となるト

ルクがトラックと乗用車では性能的にも異なっ

ている。乗用車が平均２０キロのトルクですむの

にトラックでは4０キロが必要となる。また，ス

テアリング・コラムの衝撃吸収機能の基準につ

いてはヨーロッパ地域内でも違いがあり機能の

多様化が進んでいる。

　また，Ａ社ではステアリング製造だけでなく

ステアリングの技術を援用できるテレスコピッ

ク・シャフト（トラックのキャブのティルティ

ング時にキャブを支えるシャフト）もスカニア

向けに製造している。

【顧客・受注先】

　Ａ社の顧客は歴史的に変動とともに供給製品

には違いがあるが，２０００年の段階では乗用車，

商用車，それに農業用トラクタなどである。具

体的には乗用車部門ではボルボ乗用車，商用車

部門ではルノー，ボルボ・トラックついでジョ

ン・ディア，ＤＡＦ，ボルボ・バスなどが主要な

取引相手となっている。しかし２０００年からは，

ダイムラーへのステアリング・コラムの供給が

開始されるとともに，ダイムラーとは徐々にＡ

社製品への切り替えが進められており，商用車

部門の拡大が急速に進んでいる。この受注構成

の変化が新たな生産ラインの投入を必要とした。

【生産工程】

　A社の生産工程を見てみよう。製造工程の全

体的流れは，コラムの削り，加工→アセンブリー

になっており，削りと加工工程は直線的に機械
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設備を設置し，加工された部品はヨコへと流さ

れていく。ベルトコンベアのラインは導入され

ていない。作業者はほぼ並列に配置された機械

に立って作業を行う。削りと加工が終了すると

組立ラインへと運ばれ組立されるが，A社では

Ｖ70の受注時に導入されたラインと現在主力と

なっている商用車向けラインが設置されている。

ボルボ自動車用向けライン

　Ａ社では一括受注したＶ70が，ボルボの新シ

リーズの乗用車であり，当然量産が見込まれる

と同時に生産の安定性を期すため，ラインの機

械設備導入にあたっては，これまで日本で稼働

してきた機械設備をそのまま導入した。日本人

管理者（技術管理者）にとってもっとも使い勝

手がよく，これまで蓄積された知識も役立ち，

基本的設備面で信頼できるという判断による。

こうしたことからライン設備の約８０％は日本か

ら導入された設備となった。Ｖ70の組立ライン

は，組立てられるコラム本体はつり下げられた

状態で順次同期的に移動し，作業者が送られて

くるコラム本体に各種部品を組み付けるもので

ある。

ダイムラー向け新ライン

　２０００年６月時点でＡ社の主力受注先であった

ボルボＶ７０が外れダイムラーがそれにかわった。

乗用車から商用車への転換である。トラックの

モデルがほぼ５年から１０年サイクルで動くと言

われるので，Ａ社では受注獲得に対応して，ダ

イムラー向けの新最終組立ラインを投入した。

製造対象となる製品が商用車であり，乗用車の

ような量産的メリットが生まれにくいため，ラ

インの規模を乗用車に比べ縮小させ小規模なラ

イン編成となった。ラインは円形で組立対象の

コラムがラインに乗って移動する方式である。

　新ラインは８工程に分けられ２工程を１人の

作業者が受け持つ。２工程内の作業については

作業者に自由度を持たせ作業を行わせている。

各工程は１分から２分のタクト・タイムが設定

されているが，これは日本での平均３０秒に比べ

るとかなり緩めの設定になっているという。８

工程の中には検査工程も最後に組み込まれてい

る。検査工程では，コラムの衝撃吸収について

作業者が実際にコラムの収縮性を確認するが，

この作業は作業者の腰，腕を傷つける可能性が

高い。そこで作業者担当者には腕を支える補助

器がとりつけられ，エルゴノミックな配慮もさ

れている。

　今回の新ライン投入の戦略的ねらいはどこに

あるのだろうか。それは商用車向けコラムの「標

準生産」への展開である。これまでＡ社内では

商用車のコラム用にはライン生産を用いた方式

は導入されてこなかった。今回ダイムラーから

の受注を機に量産的指向を取り入れたラインを

組み，今後受注されるスカニア向けもラインを

ベースに進めるということである（インタ

ビュー，２０００，９，１８）。また，乗用車向けライ

ンでは一個流しを基本にしてラインが形成され

ていたのに対し，商用車はバッチ生産が基本と

されているため，ライン規模を縮小することで，

ラインの量産メリットを効率的に発揮されるこ

とが想定されていると考えられる。

【従業員管理】

　Ａ社では，現場作業組織にはチーム方式を導

入し，例えばボルボのコラム組立ラインでは３

人が１つのチームを作って作業を行う。また削

りから加工の範囲ではチーム同士の作業ロー

テーション方式を取り入れるなど，作業方式に

ついては日本の経験も踏まえ集団作業方式を基

礎に改善に努めてきた。しかし，A社では従業

員の作業への積極的かかわりの程度など，従業

員の作業意識の面ではまだまだ課題が残されて

いると認識している。

　現場の日本人スタッフによると，ステアリン

グ・コラムが自動車の安全性にかかわる部品に

当たるため，ボルボ側も機能面での品質管理に

ついては厳しいチェックをライン立ち上げの段

階から入れてきた。そのためＡ社では現場作業
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者の作業認識，とくに製品の安全性に対する教

育に力を入れた。例えば，コラムの品質維持の

上で重要な箇所となるバイタル・パーツ部分で

のロット溶接の工程では，溶接の溶け込み具合

によって硬度がかわるため，溶接の程度を色で

確認することを必要とする箇所があり，これに

は一定の経験と作業遂行者の注意力が必要にな

る。Ａ社では日本人スタッフがつきっきりで指

導にあたることでミス，ロスを抑えたが，ス

ウェーデン従業員に焼き入れ状態を色で識別す

る意味と，作業工程にとってなぜその箇所の作

業が重要であるのかを納得してもらい，品質を

安定的に確保することは，日本人管理者にとっ

て大きなエネルギーを必要とした。品質を工程

上で作り込むことで，結果的にロスを減らすと

いう考え方自体がなかなか従業員の中に浸透し

ていかなかったからである。

　また，作業上でのカイゼン意識も日本と比べ

低い水準にあると日本人スタッフには感じられ

た。例えば機械加工の工程では，一人の作業者

が３- ４台の機械での加工を受け持つ多台持ち

での作業方式になっている。具体的にはコラム

の加工工程では，溶接とチェック→加工対象を

隣りの機械へ移動→機械への装着，という一連

の作業が行われる。日本ではこうした工程の場

合，従業員側からもカイゼンの提案が出され，

作業者と機械の距離がより移動の少ない，適当

な距離に再配置されていく場合が多い。しかし，

Ａ社では現状としてこうした従業員側からの作

業上でのカイゼン提案や問題解決的な動きはな

かなか見られなかったという。その結果どうし

ても作業指示が多くかつ煩瑣になってしまった。

　そこで従業員側の作業についての積極性を引

き出すために，Ａ社では現場作業者を対象とし

た「マネジメント・ミーティング」を週２回開

催したり，まだ従業員全員には行われていない

が，社内教育に１週間ほどの日本本社での研修

を導入するなど，徐々にではあるが意識改善の

環境を作るよう試みがなされた。日本での研修

を通じ日本で行われている作業速度，５Ｓへの取

り組みなどを見た従業員と見ていない従業員と

では「意識上での差が出る」ためである。イン

タビュー当時の現場の現状としては，作業現場

での品質管理の向上と作業スケジュールの維持

を基本的な課題としていた（以上はインタ

ビュー，１９９７，８,　２と８,　２６による）。

　このように，現在でも従業員の意識改革がA

社にとって継続的課題となっていることは確か

であるが，しかし同時に，これまでA社が強調

してきた，積極的な作業へのかかわり合いの重

視など，日本的な管理方式を前提にした従業員

への対応を今後も続けていくべきなのかどうか，

検討も必要な時期にさしかかっていると，ある

日本人管理スタッフは指摘している（インタ

ビュー，2000，9,　18）。

３　変化する完成車メーカーの戦略とそれへ
の対応

　現在の厳しい生産過剰を受けて，完成車メー

カーは乗用車，商用車の分野を問わずいっそう

の厳しい製造コストの削減をサプライヤーに求

めている。Ａ社もその例外ではない。

コスト圧縮への圧力

　Ａ社によれば，これまでスウェーデンでは受

注価格を決定する場合，コストを算出しその上

に利益を上乗せして価格を決める積み上げ方式

が行われていたが，最近では各サプライヤーが

自社の利益率を盛り込んだ競争価格（市場価格）

で入札に入る方向がほとんどになっている。ま

た，乗用車部門では完成車メーカーのコスト圧

縮への圧力は当然あったが，今ではトラック部

門でも完成車メーカーからのコスト圧縮への追

及は厳しくなってきているという。例えば，ボ

ルボ・トラックは価格設定する際にグローバル・

スタンダードでの見積もり値を前提に目標価格

を設定し要請をしたり、今年５月の社長の交代

に合わせ，５％の納品価格引き下げを要請してき

ている。A社によれば，こうした世界標準から

の価格設定を前提に価格設定をおこなうという
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方式はボルボ・トラックだけではなく，他の完

成車メーカー，他の製品分野でも広がりをみせ

ているという。また通常日本では，サプライヤー

はコスト圧縮が必要な場合，社内全体で人員整

理も含めてコスト圧縮を図るように展開するが，

スウェーデンの社会状況の下では日本と同様の

対応はとりにくい，という（インタビュー，

２０００，９,　１８）。

高まる開発・設計分野の位置

　価格設定同様に，受注の拡大にとって重要な

位置を占めるのが製品開発・設計の問題である。

Ａ社は設計について，これまでも設計能力を戦

略的な課題として位置づけてきた。また，日本

の本社とも連携し社内の設計力を生かす方向を

とってきた。

　すなわち，Ａ社の設計過程は，日本の本社が

乗用車部門の設計ではノウハウを蓄積している

ので，乗用車部門については日本の設計部門が

担当している。しかし商用車部門での受注があ

るため，商用車についてはスウェーデンで独自

に設計図を作成することにした。２０００年の時点

では設計部門には７人が配属されている。

　スウェーデンでの独自に設計部門を設けるこ

との背景には，完成車メーカーとの関係が緊密

性を要とすることが理由の一つと考えられるが，

さらにはこの数年Ａ社が受注確保を図るうえで，

設計図作成能力が基本的に重要になってきてい

るという状況の進展がある。

　具体的には，ステアリング・コラムの場合，

細かな製品の性能と機能を考慮し，設計段階で

も製品精度が重要になる。そのため，最近では

メーカー側の要望点を事前に踏まえ，自社内で

それらを具体的に盛り込んだ設計図を作成し製

品化するケースがスウェーデン，ヨーロッパで

も増えてきた２０００年の時点では，ボルボを除い

た商用車メーカーはすべてＡ社が設計図面を作

成し製品納入までを行うということなっている。

　サプライヤー側から見た場合の設計・開発力

の育成の背景としてはどのようなものがあるの

だろうか。第１には，自社がもつ既存のパーツ，

パーツ機能を最大限に生かすことが出来る，第

２には，完成車メーカー側の要望が変化したり，

受注先自体が別のメーカーに移った場合，当然

それまでとは異なる製品を要求されるわけだが，

こうした変化にいち早く対応できることができ，

さらに仕様の変化についてのコストや技術構成

の違いを最小にとどめることが出来る。第３に

は，同じパーツを複数のメーカの仕様に使用す

ることができれば，それ自体で量産のメリット

が生じサプライヤー側には大きなメリットが期

待できよう。メーカー側に設計が任されている

とサプライヤー側の選択の幅が狭まってしまい，

サプライヤー側から見ての「ベスト」は見込め

ない。こうして，自社の収益性を上げていくた

めにも今後いっそう積極的な設計能力の育成が

必要であり，設計力が主要な競争力の要因とな

る。今後いっそう設計については力を入れてい

くことが必要とA社では認識している（インタ

ビュー，２０００，９，１８）。

広がる完成車メーカー側の要求

　こうしたサプライヤー側の認識は完成車メー

カー側の要求を一面では反映したものである。

Ａ社の購買担当者は，１９９７年の時点でメーカー

側のサプライヤーに対する評価ポイントが変化

を示していることを指摘していた（インタ

ビュー，１９９７，８，２）。すなわち，ボルボ乗用車

などでは設計・開発についての技術力，またロ

ジスッティック上で優秀なサプライヤーをメー

カー側は希望しているということである。購買

担当者によると，受注の交渉の際に９５年ごろの

ボルボ側の要求は品質面に集中しており，その

他の面ではせいぜい納品期間の保証が大切な課

題となっていた。彼らは品質チェック用のシー

トをもっておりサプライヤーを評価していた。

　しかし，その後重視されるポイントが変化を

示した。品質は確かに重視されるが，チェック

対象となるサプライヤーが担当している製品分

野でどういうことができるのかが重視されてき
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ているという。つまりサプライヤーの製品設計

からロジスティック面までの幅広い機能性に注

目し始めたという（インタビュー，１９９７，８，２）。

さらに現在では開発・設計，ロジスティックス

だけでなく，部品に使用されるプラスティック

のリサイクルをどのように進めるのかなど，環

境面での対応にも及んでいるという（インタ

ビュー，　２０００，９，１８）。

４　モジュール開発への参加と新たな課題

　現在Ａ社は，他のサプライヤーと共同でモ

ジュール部品の開発へと一歩踏み込んだ経営展

開を進めている。完成車メーカー側の設計技能

の重視をはじめ，ヨーロッパとアメリカではモ

ジュールでの部品納入方式が日本に先んじて進

んできており，世界的な広がりを見せているモ

ジュール方式が今後の受注形態としては標準と

なるという見通しに立っての対応である。

　これまでもＡ社は自社製品については設計力

を高め，本社の設計部とも連携し設計力を重視

し，ステアリング・コラムのシステム・サプラ

イヤーとして事業展開を図ってきた。だが現在

のモジュール化の進行を踏まえ，今後いっそう

の受注拡大を進めるためには，自動車の全体的

な機能性とステアリング・コラムをよりいっそ

う高い次元から把握し，モジュール製品の開発

をしていく必要があるという判断が今回のモ

ジュール開発参加の背景にある。現状では，モ

ジュール製品の設計・開発，納品を行うために

はＡ社が解決すべき課題はまだまだ多く，経営

戦略の次元からの見通しも必要となっていると

日本人スタッフは感じている。

　現在進行中の事例について具体的に見てみよ

う。今回のモジュール開発はダッシュボードを

中心とした部分が視野に入れられたものになっ

ている。具体的にはステアリング・コラム，ス

テアリング・ホイール，エア・バッグ，スイッ

チ関係，ブレーキ・ペダルとアクセル・ペダル

などが一つのモジュールに組み込まれ，「ドライ

バー・コントロール・ユニット」と呼ばれてい

る。

　モジュール製品開発のきっかけは，同国のト

ラック・メーカーであるスカニアからの提案に

よるものであり，Ａｕｔｏｌｉｖが中心となって，Ａ

社それに日系企業Ｔ社，ドイツのメーカーなど

数カ国にまたがった参加による共同開発チーム

が１９９９年に立ち上げられた。

　今回のモジュールは，Ａｕｔｏｌｉｖの製品範囲が

エアバッグを中核製品とする周辺領域にあり，

ステアリング・ホイールを中心に構成されてい

る。エアバッグはステアリング・ホイールに装

着され事故発生時の衝撃に反応し起動するので，

ホイールに加わる衝撃を吸収するステアリン

グ・コラムとの機能的連動が重要になる。Ａ社

にとってはこうした機能的連動性とセーフティ

関連部品であることから，モジュール製品とし

てＡｕｔｏｌｉｖの製品との連携が可能になった。

　以上簡単にＡ社のモジュール製品への取り組

みを紹介したが，モジュール方式が導入される

ことで新たな問題が生じてくる。モジュール開

発と参加のメリット，とくに，サプライヤーの

部品供給上での位置により，各サプライヤーの

機能と利益の点で大きな違いがあるという点で

ある。Ａ社の場合で見ると，Ａｕｔｏｌｉｖは完成車

メーカーにモジュール製品を納入するモジュー

ル・サプライヤーとなり，Ａ社はモジュール・

サプライヤーに対してモジュールの一部のユ

ニット部品をシステムとして供給するシステ

ム・サプライヤーとなる。

　モジュール・サプライヤーとシステム・サプ

ライヤーの決定的違いは，モジュール部品の価

格の設定とモジュール作成に参加するサプライ

ヤーの決定権の点で明瞭に現れる。すなわち，

アセンブラー側とモジュール担当企業＝モ

ジュール・サプライヤーとの間で製品価格が基

本的に決定され，この価格が上限となって，モ

ジュール作成に参加するシステム・サプライ

ヤーと，さらにシステム・サプライヤーに部品

を供給するサプライヤーの製品価格が決定され
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る。

　Ａｕｔｏｌｉｖはモジュール開発の価格設定におい

て２つの側面から制約を受ける。第１は，モ

ジュール価格がアセンブラー側からの，いわば

上からの圧力がある。第２は，モジュール作成

に参加するサプライヤー側内部からの圧力であ

り，この両者の間でＡｕｔｏｌｉｖの利益が設定され

る。さらにＡ社の場合，完成車メーカーとモ

ジュール・サプライヤーＡｕｔｏｌｉｖとの間で取り

決められた価格を前提に，自らの利益確保のた

めの価格設定とコスト圧縮が行われなければな

らない。モジュール・サプライヤーとなるＡｕｔ

ｏｌｉｖと，Ａ社のようなモジュール・サプライヤー

に部品を供給するサプライヤーとの間でも利益

の調整が必要になる。この調整の範囲内に収ま

らない企業は基本的には参加の機会が消失する。

実際Ａｕｔｏｌｉｖは価格設定の段階で数社の参加サ

プライヤーの差し替えをおこなったという。し

たがって，モジュール・サプライヤーは，価格

統括者機能とモジュール形成に参加するサプラ

イヤーの選択という２つの利益をモジュール・

サプライヤーの立場によって得ることができる。

　システム・サプライヤーの立場に立つＡ社の

立場から見ると，こうしたモジュール製品の受

注も通常の単体での受注についても単価コスト

の点では変化はない。しかも，完成車メーカー

とモジュール・サプライヤーとの間で開発方向，

価格設定が決められていくので，完成車メー

カーからの単品受注とは違った価格設定環境が

生じており，サブ・サプライヤーの立場でのコ

スト設定とコスト削減が新たな課題となってい

る。

　こうした価格面での厳しさはあるとしても，

Ａ社にとって，モジュール設計への参加には周

辺技術の習得というメリットがあり，今後の戦

略設定にとって重視しなければならないと指摘

されている（２０００，９，１８）。つまり，システム・

サプライヤーの視点だけからではなく，より広

い観点から自社製品機能の検討が可能になって

いくということである。そしてなにより，こう

した周辺技術の習得こそ，自らがモジュール・

サプライヤーへと成長する上で重要な知識であ

ると指摘する（インタビュー，２０００，９，１８）。

　他方，モジュールの開発を提案してきたスカ

ニアにとって，今回のようなサプライヤーへの

モジュール開発の提案は初めてのものと見られ

る。スカニアがモジュールの開発を押し進めて

きたことについてＡ社は，開発コストなどの点

で採算がとれない部品やスカニアは現在サブ・

ライン，オフ・ラインで組み付けられている部

品については今後大幅に外注へ回す意向がある

と認識しており，これからもスカニアでもモ

ジュール生産が進んでいくと見ている。なお，

スウェーデン・サプライヤーにモジュール開発

を打診した背景としては，同社のアセンブリー

工場がストックホルムの郊外セーデルタリエに

置かれているため，モジュール製品をＪＩＴを利

用したデイリー・ベースを調達したいという，

デリバリー上の効率性という事情があった。

　今回のモジュールが導入されるとスカニアの

ダッシュ・ボードのほとんどが外注されること

になる。完成車メーカーにとって，モジュール

の導入は製品コスト削減とクルマの性能，機能

の維持とのバランスの問題であり，同時にそれ

は企業内にどの技術を維持するのかという問題

につながっている。さらに具体的な問題として

は，内装関係のライン構成をどのように見直す

のかも課題となる。なぜならモジュール製品を

従来の内製の組み付けラインにどのように組み

込んでいくのか工場設備の再編も必要になるか

らである。いずれにせよ，モジュール導入はス

カニアにとっても新たな課題を提起するものに

なるだろう。

まとめ

　以上，スウェーデンの自動車部品産業の動向

についてA社の事例を参考に検討してきたが，

以下若干補足しておく。

　まず，A社にとって経営環境が急速に変化を

見せているという点である。モジュール開発へ
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の参加は，厳しさを増す競争環境への適応への

一つである。しかし，サプライヤー側にモジュー

ル化の進行とモジュール化への期待については，

A社内にもいくつか意見の違いがあるという印

象をもった。

　すなわち，日本人スタッフはモジュール化を

企業の設計力の延長上に認識しており，モ

ジュール化を設計力を生かした製品企画の問題

として捉えようとしている。それに対し別の意

見は，モジュール化を設計上の戦略とは強く認

識せず，製品の組立領域の拡大として認識して

いくというものである。

　こうしたこの意見の相違には一定の根拠があ

る。モジュールの進行とは一面では完成車メー

カーの外注化の過程であり，それまでの内製が

外製になったにすぎないからである。また，先

にも触れたが完成車メーカーがコスト面でモ

ジュール化に踏み切ることが多いことはうなず

ける。しかし，完成車メーカー側のモジュール

化のねらいが，市場環境の変化と競争環境の激

化を前提にしたコスト削減と品質向上への対応

にあることを念頭に置けば（田村，１９９８，ｐ.８１），

外注を受ける側のサプライヤーに求められるも

のは，単に完成車メーカーのコスト圧縮に寄与

するだけでは十分とは言えず，よりサプライ

ヤー側が主導権を発揮したモジュール構想が必

要になっているということである。

　一方，モジュール化の進行とはサプライヤー

内の差別化の進行でもある。なぜなら，モジュー

ルを統括する立場に立つモジュール・サプライ

ヤーと，その傘下に入りモジュールの一部の部

品を供給するサプライヤーとでは事情がまった

く異なっているからである。前者はモジュール

の価格設定とモジュール参加企業の選択を行え

るメリットが生じる可能性があるが，後者には

そのチャンスはほとんど存在しない。Ａ社がシ

ステム・サプライヤーに甘んじることなく，設

計力と企画力をつけることでモジュール・サプ

ライヤーへの成長を目指す動機の一つには，こ

の立場の差によるメリットの存在とその享受の

差を認識してのものであることは言うまでもな

い。その点でＡ社のモジュール設計への傘下は

重要な飛躍のステップになると考えられる。

　先に指摘した従業員の積極的参加をどのよう

に引きだすのかといった従来型とも呼べる，進

出先現地の従業員と経営との対応を含めた社会

的諸環境への適合性の課題に加え，モジュール

開発への参加に示されるように，現在A社は新

旧の問題に直面し，新たな戦略方向を切り開こ

うとしている状況にあるといえよう。そしてモ

ジュール開発をめぐるA社の対応を見ると，長

期的な視点に立ってモジュール開発を位置づけ

ようとする方向が強く感じられ，システム・サ

プライヤーであるA社にとって，モジュール開

発を通じて今後の企業の成長課題をどこに設定

するのかという，長期的な企業戦略設定の問題

とも重なっていることが理解でき，今後のA社

の動向が注目される。

　最後に今後の問題について簡単に触れよう。

まず，これまでの検討からもあきらかなように，

現在スウェーデンを含めヨーロッパの自動車産

業は完成車メーカー，サプライヤーとも大きな

変化を迎えてきている。ルノーと日産の提携は

世界的変化の一コマであり，ルノー主導による

日産の再編成の方向とその手法が日本の自動車

産業に与える影響がどのようなものなのか，今

後も検討が必要がある。ヨーロッパ自動車産業

内の戦略動向とその変化の内容をより掘り下げ

て検討することが必要と考えられる。

　以上述べてきたモジュール化の進行をめぐっ

ての，完成車メーカーとサプライヤー内の状況

の変化において忘れられはならない問題は，責

任と権限のバランスである。完成車メーカーが

モジュール・サプライヤーにモジュール部品の

開発を担当させ，でき上がったクルマに何らか

の不具合等が生じた場合，完成車メーカーの責

任とモジュール・サプライヤーの責任はどのよ

うに分担されるのだろうか。モジュール・サプ

ライヤーが自社の担当する部品に責任を負うこ

とは当然であるが，ではそれを任せた完成車
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メーカーの責任とはどのように判断されるべき

なのだろうか。モジュール化の進行とは，アセ

ンブリー企業が形成する生産システムを土台と

する社会的分業の過程に生じる事柄であり，そ

れは企業内分業と社会的分業との接点で生じて

いる。スウェーデン自動車部品協会の責任者で

あるベリグリ氏は「完成車メーカーのサプライ・

チェーン管理が重要だ」と強調したが（インタ

ビュー，２０００，９，１９），完成車メーカー，サプ

ライヤーの相互の立場を踏まえつつ，両者の責

任と権限の分担の問題も今後さらに検討される

必要があると考えられる。
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